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第４章 営農計画モデルの構築と計算プログラム 

 

元農研機構中央農業研究センター 大石 亘 

 

 

第１節 線形計画法とは 

 

線形計画法は、一次の制約式からなる制

約条件の下で、一次の目的関数の値を最大

化する、あるいは最小化する変数の値を求

める方法です。左のスライドは最大化の問

題です。 

 

 

次に、最小化の問題です。制約条件の式の

不等号の向きが逆になっています。いずれ

にしろ目的関数を最大か最小にする。線形

計画法は、連立方程式に似た数学の問題で

す。 

 

 

X1 や X2 は、決定変数といいますが、農

業経営学、営農計画などの分野では、生産プ

ロセスとか単にプロセスとかアクティビテ

ィと呼んでいます。制約式の係数は、技術係

数といいますが、制約式が労働に関する場

合には労働係数と呼んだり、土地利用に関

する制約式の場合は、土地係数などといっ

たりします。目的関数の係数は利益係数と

いいます。定数項は制約量ということもあ

ります。 

 

 

線形計画法とは（１）

数値と数式で具体例を示します。

目的関数: Z = 120 X1 + 90 X2 最大化(最適化)

制約条件：

X1 + X2 = 10

25 X1 + 15 X2 ≦ 360

20 X1 + 45 X2 ≦ 360

最適解

Z(最適値) = 1110, X1 = 7, X2 = 3

2

線形計画法とは（２）

もう１つの具体例を示します。

目的関数: Z = X1 + X2 最小化(最適化)

制約条件：

X1 + X2 ≧ 4

2 X1 + X2 ≧ 7

X1 + 2 X2 ≧ 8

最適解

Z(最適値) = 5, X1 = 3, X2 = 3

3

線形計画法とは（３）

主な用語

決定変数：X1 とか X2 のこと。

同じような用語として、生産プロセス、プロセス、

アクティビティなどがあります。

技術係数（労働係数、土地係数、など）：

利益係数：

制約量（定数項）：
4
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第２節 営農計画モデルへの活用 

 

線形計画法が営農モデルで活用される具

体例を示します。自作地の水田 201a、労働

力が 3 人・1 日 8 時間労働で月間労働日数

24 日、稲・小麦・大豆の３作物を生産する

農業経営です。 

 

 

作物ごとの 10a 当たり収支はスライドの

とおりです。収量、単価、助成金などのその

他収益から粗収益がでます。経営費から変

動費を計上して、粗収益から変動費を差し

引いたものが比例利益です。これが利益係

数になります。比例利益という用語は、損益

分岐点分析や簿記では限界利益とか貢献利

益といわれています。 

 

 

作物生産に必要な作業労働時間は、スラ

イドのとおりとします。作物ごとに 4 月か

ら 12 月まで 10a 当たりの時間数です。 

 

 

  

営農計画モデルへの活用（２）

作目別収入支出・比例利益

費目 稲 小麦 大豆

収量（kg/10a） 510           420              250          

単価（円/kg） 260           158              240

その他収益（円/10a） 0               0                   0

粗収益（円/10a） 132,600       66,360       60,000

変動費（円/10a） 38,795       32,094       26,517

比例利益（円/10a） 93,805      34,266        33,483

（利益係数）
6

営農計画モデルへの活用（３）

月別作業労働時間 （時間/10a）
月 稲 小麦 大豆
４月 0.2            0.3             -

５月 0.7            1.0             -

６月 2.8            0.5           0.6

７月 1.2              - 2.6

８月 2.0              - 0.5

９月 0.8              - 1.0

10月 1.4            0.2              -

11月 - 0.8              -

12月 - 0.7              - 7
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以上の想定の下で、営農計画モデルを構

築します。スライドの赤い下線の式が基本

的な考え方です。制約条件についてはこの

式で大体 9 割以上は間に合います。営農に

必要な量は経営で利用できる量を超えられ

ないという、単純な事実です。 

目的関数は通常は比例利益の総額です。

これは各作物について利益係数に作付面積

を乗じた積を合計したものです。固定費が

一定ならば、比例利益総額が最大になった

時に農業所得も最大になります。 

 

 

モデル構築の考え方に、具体的な収支、労

働係数等をあてはめるとスライドのように

なります。制約条件として土地を夏作と冬

作に分けると、夏作に稲と大豆、冬作として

小麦が取り上げられます。労働の制約式は

左辺が農作業に必要な量で、右辺が供給可

能な量です。5 月から 11 月まで月ごとに書

かれています。 

 

 

目的関数は比例利益（利益係数）と決定変

数（作付面積）の積和です。以上でモデルの

完成です。 

 

 

  

営農計画モデルへの活用（６）

モデルの構築（２）

［目的関数］

Z = 93.805 X1 + 34.266 X2 + 33.483 X3 → 最大化

以上でモデルの完成です。

10

営農計画モデルへの活用（５）

モデルの構築（１）
［制約条件］
土地（夏作）: X1                +       X3 ≦ 200

土地（冬作）: X2                ≦ 200

労働(５月) 0.7 X1 + 1.0 X2 +       X3 ≦ 576

労働(６月) 2.8 X1 + 0.5 X2 + 0.6 X3 ≦ 576

労働(７月) 1.2 X1 +       X2 + 2.6 X3 ≦ 576

労働(８月) 2.0 X1 +       X2 + 0.5 X3 ≦ 576

労働(９月) 0.8 X1 +       X2 + 1.0 X3 ≦ 576

労働(10月) 1.4 X1 + 0.2 X2 +        X3 ≦ 576

労働(11月)        X1 + 0.8 X2 +       X3 ≦ 576 9
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モデルの構築は、線形計画法を活用する過

程における段階の一段階です。これは順序

正しくいく訳ではないですが、問題を設定

し（例：農機導入の効果を計測する）、その

解決のために資料収集なりデータを加工し

てモデルの構築をする。そして、最適解を計

算して、解釈する。解釈がうまくできない最

適解とかであれば、前の段階に戻って繰り

返すことになります。 

 

第３節 モデル構築上の留意点 

 

モデル構築における留意点をいくつか述

べます。 

まず、各プロセスの単位は何でもいいと

いうことです。たとえば、こんな事はあまり

やらないんですが面積を a で表したり 1a

で表したりして構いません。畜産の飼料供

給と必要量のバランス制約式になると、家

畜は頭で、飼料作は 1a で、購入飼料は kg

で表したりします。 

 

 

ただ、制約式は先ほどの例で言うと左辺

が数式の積和になっていますから、各項の

変数と係数をかけた数値の単位は同じでな

いと足し算ができませんので、同じになる

ように変数と係数の単位を考えます。左の

スライドは、土地制約の例です。 

 

 

  

営農計画モデルへの活用（７）

以上が計画モデルの構築の概略です。

なお、モデルの構築は、線形計画法の活用に

おける段階の１つです。

１）問題の設定

２）資料収集・調査

３）データの加工とモデルの構築

４）最適解の計算

５）最適解の解釈
11

モデル構築上の留意点（１）

（１）i番目のプロセスXiは、面積、頭数、金額な
どを表しますが、その単位はa,ha,頭,円、千円、
万円など、どれでも構いません。

それゆえ、X1とX2の単位は違っても構いません。
たとえば、X1はa単位、X2は10a単位、X3はha単
位でも構いません。

12

モデル構築上の留意点（２）

（２）しかし、１つの制約式の中では、それぞれ
の項の単位（係数の単位×変数の単位）は同じ
でなければいけません。

たとえば、作付面積で X1はa単位、X2は10a単
位、X3はha単位で、経営面積が10haとしたら、
土地制約は次のようになります。

（10a単位） 1/100 X1 + 1/10 X2 + X3 ≦ 10

（ha単位） 1/10 X1 + X2 + 10 X3 ≦ 100

13
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次は雇用労働の例です。常時雇用は月 25

日の勤務で、その雇用量は年間の実人数で

表しています。臨時雇用は延日数で表して

います。この場合、雇用労働の合計量 X3 を

時間単位で表すとしたら、1 日 8 時間労働

であるなら、X3 はスライドの式のようにな

ります。 

 

 

構築した計画モデルの妥当性をチェック

するのに、最適解で現状が再現されるか否

かで判断する場合があります。色々試みて

もなかなか再現されないと、スライドのよ

うに現状の作付面積を制約式で固定してし

まうことがあります。すると、現状では農繁

期に無理して計画モデルの制約量を超過し

て労働していたりすると、実行可能解がな

いという結果になってしまいます。 

制約条件にするのは、労働や土地などの

経営資源に関連するものにして、計算結果

として求める作付面積を固定するのは避け

ます。なお、連作障害、生産調整、契約栽培

とかで作付が制約される場合は例外です。 

 

 

生産プロセス（決定変数）になるのは作物

生産の稲、麦、大豆、野菜だとか、畜産の乳

用牛、繁殖牛、肥育牛だとか、直に農業生産

に結びつく作目が、まず思い浮かびます。 

しかし、農業経営に関する内容や概念で

あれば、それらもプロセス（決定変数）とし

て導入できます。 

 

モデル構築上の留意点（３）

（つづき） 今度は雇用労働を例とします。

月２５日勤務の常時雇用X1の単位： 人/年

ある月の臨時雇用X2の単位：延人数（延日数）

ある月の雇用労働の合計X3の単位：時間

これで、１日８時間労働ならば、X3は次のように
表せます。

（時間単位） X3 = (25×8) X1 + 8 X2

14

モデル構築上の留意点（４）

（３）現状を再現させたいあまり、次のような制約式

を入れてしまう例がありました。

X1 = 7, X2 = 5, X3 = 8

現状の作付面積を、そのまま、制約式として表現

しています。

その結果、「実行可能解がありません」と返されて

しまいました。

結局、ＬＰは使えないと考えてしまったようです。
15

モデル構築上の留意点（５）

（４）作物生産や家畜飼養の生産プロセス以外の

プロセスの導入

経営成果・収支に関する内容もプロセス（決定

変数）にすることができる。

16
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左のスライドがその例です。経営成果を

表す粗収益、変動費総額、貢献利益を決定変

数にして、変数の間の関係（定義式）をモデ

ルの中に組み込んでいます。 

 

 

このように、経営成果の定義式をモデル

に組み込んでおくと、最適解を見れば粗収

益がいくら、変動費総額がいくら、貢献利益

がいくらと、わざわざ計算しなくても経営

成果が分かります。 

 

 

作付制約式の係数の特徴は覚えておくと

役に立ちます。次のスライドで説明します。 

 

 

  

モデル構築上の留意点（６）

（４）つづき

たとえば、

X4：粗収益、X5：変動費総額、X6：貢献利益

を導入すると、次の制約式（定義式）が利用でき

ます。

X4 = 132 X1 + 66 X2 + 60 X3

X5 = 39 X1 + 32 X2 + 27 X3

X6 = X4 – X5

17

モデル構築上の留意点（７）

（４）つづき

すると、

最適解で粗収益、変動費、貢献利益等が分かり

ます。

また、目的関数を次のように修正しても構いませ

ん。

Z = X6 → 最大化

18

モデル構築上の留意点（８）

（５）作付制約式の係数の特徴は、覚えておくと

役に立ちます。

19
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例えば、水田作における生産調整が 40％

の場合は、経営面積が 201a だと食用稲作は

121a 以下という制約式になります。経営面

積が 301a になると 121a は 181a に修正す

ることになります。 

ところが、スライドの b)式のようにすれ

ば、経営面積が変わっても修正する必要が

ありません。 

 

 

直前のスライドの b)式を単体表の形式

にならって変形した式の形式、つまり定数

項を左辺におき、変数とその係数を右辺に

おく形式を、定左形（ていさけい）と呼ぶこ

とにします。 

 

 

畑作経営でも輪作などで、例えば 4 年輪

作で、１つの作物が 1/4 以下だとすると 4

作物あったら 4 作物とも 1/4 に決まってし

まいますから、例えば作付率 30%以下にし

て 25%を超過することを許容すると、スラ

イドのようになります。 

モデル構築上の留意点（９）

（５）つづき

水田作経営における稲作制約式は、たとえば

次のようになります。X1の食用稲が生産調整の

対象になるとします。生産調整率40%以上、水田

20haとすると、

a） X1 ≦ 12 （20 ×(100 – 40)%） あるいは

b） X1 ≦ （X1 + X2 + X3 + X4）×(100 – 40)%

（X4：不作付面積）
20

モデル構築上の留意点（10）

（５）つづき

a）式は水田面積が増減すると、定数項（右辺）を

変更しなければなりません。

b）式は変更する必要がありません。

b）を定左形にすると、次のとおりです。

0 ≧ 0.6 X1 – 0.4 X2 – 0.4 X3 – 0.4 X4 

※定左形：定数項が左辺にある形式
21

モデル構築上の留意点（11）

（５）つづき 畑作経営では、輪作を維持するた

めに、作付制約をつける場合が多い。たとえば、

４年輪作で、１つの作目の作付率を30%以下に

制約する場合、次のようになります。

Y1 ≦ （Y1 + Y2 + Y3 + Y4）× 0.3

定左形にすると、

0 ≧ 0.7 Y1 – 0.3 Y2 – 0.3 Y3 – 0.3 Y4

22
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水田作経営と畑作経営の作付制約式の定

左形を並べると、定左形の作付制約式には

特徴があるのが分かります。つまり、制約式

によって作付制約を受ける作目（決定変数）

の係数と、その他のプロセスの係数の絶対

値を足すと 1 になります。また、不等号の

向きを≧とすると、作付制約を受ける作目

の係数がプラスになります。こういう形が

作付制約式によく見られます。 

 

 

次は、整数計画モデルで固定費を扱う話

題となります。 

まず、固定費プロセスが 0 か 1 の値にな

る場合、すなわち固定費がかかるケースで

1、固定費がかからないケースで 0 になる場

合の制約式の作り方です。 

 

次は、固定費プロセスが 0、1、2、3・・・

と、整数値で 2 以上になるケースがある場

合の、制約式の作り方です。 

 

 

  

モデル構築上の留意点（12）

（５）つづき

水田作でも畑作でも、制約を受けるプロセス

の係数は、１から制約作付率を引いた値であり、

その他のプロセスの係数は制約作付率にマイ

ナスをつけた数値になっています。

0 ≧ 0.6 X1 – 0.4 X2 – 0.4 X3 – 0.4 X4 水田作

0 ≧ 0.7 Y1 – 0.3 Y2 – 0.3 Y3 – 0.3 Y4 畑作

23

モデル構築上の留意点（13）

（６）固定費をモデル化できる整数計画法［3］。

採用されると固定費が発生するプロセスをX1と

し、発生する固定費（資本装備）を表すプロセス

をF1とします。

X1 = 0 なら F1 = 0 、 X1 > 0 なら F1 = 1 となるよ

うにしたい場合は、次の制約式を使います。

X1 ≦ 1000 F1 （F1：固定費プロセス：整数）

F1の係数1000はX1が超えない大きな数値です。
24

モデル構築上の留意点（14）

（６）つづき

資本装備が２セット以上になる場合も予想される

場合は、固定費プロセスF1の係数を、資本装備１

セットの負担可能面積とします。たとえば、負担

可能面積が40haなら、次のようにします。

X1≦ 40 F1

すると、40 ≧ X1 > 0 なら F1 = 1

80 ≧ X1 > 40なら F1 = 2

・・・・となります。 25
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固定費プロセスを具体的に計画モデルで

利用した事例です。 

 

線形計画モデルの計算結果を利用する際

の留意点です。 

 

 

第 1 の留意点 

 再現性（妥当性）です。 

 

  

モデル構築上の留意点（15）

（６）つづき

固定費を考慮した整数計画モデル（事例）

生産プロセス：X1～X3 固定費プロセス：X4（整数）

［制約条件］

土地 X1 +       X2 +      X3≦ 10

５月労働 45 X1 + 15 X2 + 27 X3 ≦ 360

９月労働 20 X1 + 40 X2 + 12 X3 ≦ 360

固定費負担 X3 ≦ 10 X4

［目的関数］

Z = 120 X1 + 90 X2 + 110 X3 – 100 X4 26

モデル構築上の留意点（16）

（７）営農計画モデルの計算結果は、活用の多

い順に、農業経営の経営的評価、地域の営農

モデルの策定、個別経営の営農計画案の作成

などに利用されています。その際の留意点とし

て、次のようなことが指摘されます。

（1）再現性(妥当性)

（2）モデル対象経営の性格の明確化

27

モデル構築上の留意点（17）

（７）つづき

（1）再現性(妥当性)

再現性が損なわれる局面・要素は色々あり、

特定は難しい。

経営者自身による経営実態の把握

聞取り調査・記帳

データ整理、モデル構築

経営者のリスク選好、リスク選好の把握・設定
28
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第 2 の留意点 

  モデル対象経営の明確化です。 

 

次は、最適解を求める計算プログラムで

す。30 年ほど前に CLP というプログラム

がありました。MS-DOS という小さな OS

で動きました。20 年前に Windows(95)が盛

んになり CLP の後継として XLP が開発さ

れました。XLP に営農計画モデルの自動作

成の機能を付けたのが )FM、さらに農業者

に提示するための提案書等の表示・印刷で

研究者以外にも分かりやすくしたのが Z-

)FM で、私が開発に関係したシリーズの流

れです。それとは別に FAPS の前身の

micro-NAPS というプログラムがありまし

た。フリーで使えるものとして lp_solve が

あります。コマーシャル版として W1at’s 

)est とか Excel の solver 機能があります。 

  

私が開発に関わってきたプログラムは、

スライドに示すとおりです。 

 

モデル構築上の留意点（18）

（７）つづき

（2）モデル対象経営の性格の明確化

とくに、経営的評価において不可欠とされ、対

象経営の性格（経営類型）を明確にして、その

経営目標・目的に沿った分析、その分析に沿っ

たモデル構築が要請されるとしている［1］。

29

線形計画法の計算プログラム（１）

（１）使ったことがあるプログラム

フリーのプログラム

CLP，XLP，（BFM，Z-BFM）

micro-NAPS with FSME，（FAPS）

LPsolve IDE

コマーシャル版

What’s Best，Excelのsolver機能

30

線形計画法の計算プログラム（２）

（２）CLP等の開発の経過

プログラム名 動作環境 機能

CLP（1986） MS-DOS 単体表作成、最適解計算

CLP For Windows （2000） 同上

XLP（1998） Excel 同上

BFM（2006） Excel モデル作成、結果表示

Z-BFM（2010） Excel 結果表示、提案書作成

nZBFM（2015）Windows モデル作成、計算、表示
31
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まず、CLP です。これには Windows 版

がありますが、起動すると表計算ソフトの

ような画面となり、この画面に単体表を記

述し、この画面から LP（線形計画法）計算、

GP（目標計画法）計算、IP（整数計画法）

計算などが実行できます。マウスが使えな

いだけで、XLP とほぼ同様の計算機能があ

ります。 

 

 

次に XLP です。これは CLP をイメージ

してExcelのアドインとして開発しました。

CLP の機能を引き継ぎましたが、利用して

いて便利と思える機能があれば追加して改

善してきました。単体表の記述位置の柔軟

化、1 枚のシートへの複数の単体表の記述、

セルの編集機能、等々です。 

 

 

次に )FM ですが、普及関係者等に LP を

手軽に利用できるよう、営農計画モデルの

作成自動化機能を XLP に付加しました。 

さらに、農研機構と全農が共同で )FM を

もとに、農業者の経営改善を支援する行政

機関や農協担当者の営農指導に活用される

よう、計算結果の出力を一層分かりやすく

工夫した Z-BFM を開発しました。 

 

 

  

計算プログラムの要点（１）

（１）CLP及びXLPの概要

線形計画モデルはユーザが構築して、そのデ

ータをCLPやXLPの所定の場所に転記して最適

解を求めます。したがって、ユーザは線形計画

法を、少なくとも計画モデルが構築できる程度

に習得しておく必要があります。

32

計算プログラムの要点（２）

（２）CLPからXLPへの移行で追加された機能

(1)単体表の分割記述

(2) 単体表へのメモ欄の設置

(3) 線形計画法の独習機能

(4)計算機能：離散パラメトリック計算、逐次計画

注： (4)の機能には、XLP用のアドインが必要。

33

計算プログラムの要点（３）

（３）BFM、Z-BFM及びnZBFMの概要

線形計画法について理解していなくても利用す

ることができます。しかし、農業経営における、

費用の概念・把握方法、農業経営費と農産物

生産費の違いなどについては理解しておく必要

があります。

34
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)FM 等の機能は、まず(1)営農計画モデル

の自動作成機能です。サンプルデータが

)FM 等をインストールしたフォルダーの

sample というフォルダーの中にあります。 

 

 

次に(2)データベース管理機能です。経営

指標シートや営農条件シートに入力したデ

ータは、Excel ファイルとして一括して保存

できますが、各データをそれぞれテキスト

ファイルとして保存し再利用することもで

きます。また、(3)計算した営農計画案を整

理して表示することができますが、Z-)FM

にはそれを提案書の形式でまとめる機能が

あります。 

 

 

他方で、)FM 等には制限があります。自

動作成機能は処理内容が定型化されている

ので、半旬ごとの制約や輪作制約などはモ

デル化できません。ただ、対処方法としてマ

ウスの右クリックで表示されるコンテキス

トメニューの一番下に[その他のメニュー]-

[モデルの直接操作]メニューを設けて、自動

作成の計画モデルに制約式を追加して最適

計画案を再計算できるようになっていま

す。 

 

  

計算プログラムの要点（４）

（４）BFM、Z-BFM及びnZBFMの機能

(1)モデルの自動作成機能

農業経営が保有する土地や労働力、作目の

収支・作業時間等を登録すると、計画モデルを

自動的に構築して、営農計画案を分かりやすく

表示します。

35

計算プログラムの要点（５）

（４）つづき

(2)データベース管理機能

経営指標や営農条件の登録・変更・保存

保存はテキストファイルに保存され、他のユー

ザに提供できます。

なお、調査データから経営指標を簡易に作成で

きる「経営指標管理支援プログラム」 ［2］があり

ます。
36
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